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課題と対象の限定
1908－9年度予算における老齢年金制度の導入
対独建艦競争と1909－10年度予算の内容
1909－10年度予算の成立とその歴史的意義
1　課題と対象の限定
　1906年1月の総選挙で地すべり的大勝をおさめ、政権を握った自由党は、その後ランカシャー綿
業を中心とする北部産業利害、いわゆる産業的中産階級の支持のもとに自出貿易体制の維持を最優
先させる政策を実施し、各種関税の軽減・撤廃をおし進めていった。さらに所得税に関しては1907－
8年度より差別制を導入し、中・下層の所得税納税者に稼働所得減税を実施することにより、自党
の直接的支持階層である産業的中産階級に恩恵を与えたのであった。こうした関税の軽減ならびに
所得税減税による歳入減に照応するように、歳出面では軍事費の継続的削減が実施された。他方、
相続税に関しては税率改訂による累進強化により、地主富裕層に対する課税強化の方針がうちださ
れていった。こうした歳入面における減税策と増税策の巧みな使いわけと歳川面における経費削減
により、自由党政府は1906－7年度以降3年間にわたってかなりの財政余剰を実現し、新・旧減債
基金による多大な公債削減に寄与したのであった。これは北部産業利害にも増して、シティ金融利
害にとっては滋雨のごとき恩恵策であった。
　しかし、自由党政権によるこうした政策基調も1908－9年度予算を最後についに終焉を迎え、老
齢年金制度をはじめとする社会政策費の増大、対独緊張関係の高まりの中での海軍費、いわゆるド
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第1表 イギリス国家歳出の推移、1906－14年（単位：ポンド）
1906－7 1907－81908－9 1909－101910－1 1911－21912－31913－4
既定費，公　債　費
@　　　　　　　そ　の　他
@　　　　　　　地方税勘定
@　　　　　　　への支払い
28，500，000
P，679，012
P1，379，652
29，500，000
P，971，715
P1，155，379
28，000，000
P，669，109
X，824，286
21，757，661
P，653，555
X，445，395
24，554，004
R，026，954
X，881，709
24，500，000
R，402，701
X，636，399
24，500，000
Q，864，631
X，653，299
24，500，000
R，088，841
X，734，128
既　定　費　計 41，558，66442，627，0943 ，493，395 32，856，611 37，462，66737，539，100 37，017，93037，322，969
議定費　陸　軍　費
@　　　　　　　海　軍　費
@　　　　　　　民　事　費
@　　　　　　　関税、内国
@　　　　　　　税収入局費
@　　　　　　　郵便局費
27，765，000
R1，434，000
Q9，118，000
R，179，000
P6，583，000
27，115，000
R1，141，000
R ，180，000
R，222，000
P7，527，000
26，840，000
R2，188，000
R2，338，000
R，320，000
P8，113，000
27，236，000
R5，807，000
S ，010，000
R，342，000
P8，693，000
27，449，000
S ，386，000
S3，098，000
R，919，000
P9，681，000
27，649，000
S2，858，000
S6，001，000
R，951，000
Q0，547，000
28，071，000
S4，365，000
T1，944，000
S，200，000
Q3，024，000
28，346，000
S8，833，000
T3，901，000
S，483，000
Q4，607，000
議　定　費　計 108，079，000 109，185，0001 2，799，000 125，088，000 134，533，00014 ，006，00 151，604，000 160，170，000
歳　　出　　計 149，637，664 151，812，094 152，292，395157，944，611 171，995，667 178，545，100188，621，930 197，492，969
StatisticalAbstract　for　the　Un　ited　Kingdom，　N　o．63，1917，　pp．4－7より作成。
　　　　　　　　　　　第2表　イギリス国家歳入の推移、1906－14年（単位゜ポンド）
1906－71907－81908－91909－101910－1 1911－21912－31913－4
租　税：関　　　税 33，114，70632，490，000 29，200，000 30，348，000 33，140，000 33，649，000 33，485，000 35，450，000
消　費　税 35，703，689 35，720，000 33，650，0003ヱ，032，0004 ， 20，000 38，380，000 38，000，000 39，590，000
相　続　税 19，084，01819，070，000 18，370，000 21，766，000 25，452，000 25，392，000 25，248，000 27，359，000
印　紙　税 7，950，000 7，970，000 7，770，000 8，079，000 9，784，000 9，454，000 10，059，000 9，966，000
地　　　租 710，000 730．00 730，000150，0001，220，000750，000 700，0007 ，000
家　屋　税 1，890，000 1，960，000 1，900，0GO56 003，080，0002，130，0002，000，000 2，000，000
所　得　税 31，600，000 32，380，000 33，930，000 13，295，000 61，946，00044，804， 0044，806，0047，249，000
地　価　税 一 一 ｝ 一 520，000 481，000455，000715，000
租税収入計 130，052，413130，320，000125，550，000 105，230，000 175，162，000 155，040，000154，753，00163，029， 0
租税外：郵　　　便 17，170，00017，880，000 17，770，000 18，220，00019，2 0，019，650，000 20，300，000 21，190，GOO
電信・電話 4，255，000 4，420，000 4，530，000 4，810，000 5，130，000 6，050，000 8，875，000 9，610，000
王　領　地 520，000 520，000 530，000 480，000500， 00530，000 530，000 530，000
スエズ運河箔剋茁 1，097，978 1，189，412 1，171，466 1，268，908 1，234，350 1，281，497 1，418，900 1，579，972
そ　の　他 1，941，095 2，208，278 2，026，829 1，687，548 2，604，238 2，538，789 2，925，099 2，303，925
租税外収入計 24，984，073 26，217，690 26，028，29526，466，45628，688，58830，050，286 34，048，999 35，213，897
歳　　入　　計 155，036，486 156，537，690 151，578，295 131，696，456 203，850，588 185，090，286 188，801，999 198，242，897
Statisticat　A　bstractノ「or　the　United　Kingdom，　N　o．63，1917，　pp．2－3より作成。
レッドノート（Dreadnought：全主砲高速戦艦）建造費の大幅な増加という二大要因を主軸としつ
つ、本格化する経費膨張に対応する新たな租税体系の構築が、いよいよ自由党政府に求められてく
ることとなったのである。1909年以降の経費膨張がいかに急速であるかは、第1表に示したとおり
である。1909－10年度のいわゆる「人民予算」は、こうした経緯により生じた歳出増に対する歳入
204
不足にいかに対応するかを基本問題とし、救貧費の増大をはじめとする地方財政の破綻に対する国
庫による救済問題、地主貴族層の土地独占に対する課税強化策としての地価税新設から上院による
歳入法案否決を経て、1911年の国会法成立に至るまでの上院拒否権制限問題、さらにはアイルラン
ド自治をめぐる問題等々、様々な問題を内包しつつ、自由党対統一党、自由貿易支持派対関税改革
支持派、急進主義対帝国主義、そして下院対上院という複雑な利害対立の中で、自由党がその後の
租税体系のあり方を明確に示した予算であった。その成立に至る一年は、このような様々な問題と
様々な利害関係が複雑に交錯した激動の一年であったと言えるであろう。結論を先取りして述べれ
ば、「人民予算」で確立した課税原則にもとずく租税体系は、第2表に示されるように膨張する経費
を賄うのに十分な能力を発揮し、以後1914年まで増税策なしに毎年財政余剰を実現したのであった。
　本稿の課題は、1908－9年度予算における老齢年金制度の導入、さらには1908年末の対独緊張関
係の高まりの中からドレッドノートの建造推進が要求され、「人民予算」の提出が不可避となる経緯
を明らかにしたうえで、「人民予算」がいかに膨張する国家経費に対応する租税体系、いわば所得税
等の直接税を中心とする租税体系を構築したか、そしてその新たな税制が国民各層の租税負担率に
どのような変化をもたらしたかを検証することにある。「人民予算」はアルコールとタバコの間接税
に対する集中的増税、相続税に対する累進強化による増税、所得税に対する一般税率の引き上げと
超過税による累進制の導入、地価税の新設を主内容とするが、労働者階級はいわばアルコールとタ
バコの間接税増税と引き換えに老齢年金制度を手中にし、シティ金融利害や地主富裕層は所得税と
相続税の増税、地価税の新設と引き換えに帝国防衛の要となる海軍増強を勝ち得たとも言えるので
ある。ここに当時の自由党租税政策の基本性格が如実に示される。老齢年金制度の実現は、1906年
の総選挙を自由党の大勝へと導いた労働党・労働者階級への恩恵策であり、党内急進派がその実現
に努力したものであるが、その実施にあたっては労働者階級にもそれ相応の負担を求め、他方、そ
の老齢年金制度と抱き合わせるようにシティ金融利害や地主富裕層の求める海軍増強を実施し、党
内自由帝国主義派への配慮を示しつつも、その負担の多くは直接税増税により地主富裕層にかけら
れたのであった。しかしそうした一連の増税策の中にあっても、年収3，000ポンド以下の所得層に対
する稼働所得減税は継続され、自党の直接的支持階層である産業的中産階級に対する恩恵策は確保
されたのであった。このように自由党政権による「人民予算」の提出は、自由貿易体制を堅持した
うえで、社会政策費と海軍費の膨張を、主として所得税を基幹税とする直接税中心の租税体系によ
る歳入増で賄おうとしたものであり、自由貿易を強硬に主張するランカシャー綿業を中心とする北
部産業利害の利害貫徹を基本線とし、労働者階級やシティ金融利害・地主富裕層に対する配慮と拠
出を前面におし出した租税政策の提示であったと言える。その基本理念はきわめて応能的であると
同時に応益的でもあったわけである。以下、こうした様々な利害関係の錯綜するなか成立した「人
民予算」に関し、その提出の背景、内容、歴史的意義について、その財政的側面を中心に論述して
いこうと思う。もとより「人民予算」は前述したように様々な問題を内包するものであるが、それ
らを網羅的に取り扱うことは小論の限界をはるかに越えるものであり、それらに関しては必要な範
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囲内で言及するにとどめたいと思う。それらの問題の詳細に関しては、先学諸氏の研究の参照をお
願いしたい1）。
II　1908－9年度予算における老齢年金制度の導入
　先進資本主義諸国による植民地獲得競争が激化するなか、帝国の維持・防衛さらにはその拡張を
めざし、パクス・ブリタニカの発展・強化を画策するイギリスにとって、対外軍事力の優位を保持
するとともに必要不可欠であったことは、国内不満要因の除去であった。帝国主義的拡張政策を底
辺で支える人民（いわゆるImperial　Race）を育成することは、当時のイギリスにとって、外交問題
と対をなす内なる重要課題であった。自由党政府にとっても、多発する大規模な労働争議のなか、
失業問題、労働組合問題、教育問題等の諸問題の解決は避けて通れない重要案件であり、党内急進
派の指導層が最優先課題として掲げたものであった。しかしこれらの諸問題のうち、最も財政的負
担の大きいものは、老齢年金制度の確立であり、それは同時に当時破綻に瀕していた地方の救貧行
政と地方税（rate）の負担を軽減するために国庫の財源を用いること、すなわち国家財政による地方
財政の救済・統制を意味するものでもあった。当時のイングランドでは60～65歳の人口の6．1％、65
歳以上の18．3％が被救憧者であったと言われており、老齢年金の支給は地方当局の救貧支出のうち、
老齢者の部分の費用を国庫が負担する意味を持ったのである2）。
　老齢年金制度に関してはすでに19世紀末よりチェンバレン（J．Chamberlain）やブース（C．Booth）
らを中心として議会外でその制度・内容等について議論が重ねられていたが3）、救貧法との関係で老
齢貧困者に関する調査をおこなった1893年の王立委員会（委員長Aberdare）、1895年の特別委員会
（委員長Rothschild）もともに、老齢年金制度の導入を推奨する答申はおこなわなかった4）。しかし
1898年秋、イギリス植民地であるニュージーランドが無拠出の老齢年金制度の導入を決定し5）、世論
はにわかに本国での同制度の実現を望む熱意につつまれた。統一党政府はやむなく1899年4月24日、
チャップリン（H．Chaplin）を委員長とする老齢適格貧民に関する調査特別委員会を設置して老齢年
金制度の内容や受給資格について検討し、同年7月20日には報告書が提出された。報告書は勤勉と
倹約の精神にもとずいて人生を過ごしてきた老齢者の貧困状態に対し、それが個人の責任をこえる
事態によって生じた場合には国家がその生活の維持に責任を持つことを認め、以下の条件の者に週
5～7シリングの年金の受給資格があると規定した6）。すなわち（1）イギリス国民であること、（2）65歳
以上の者、（3）過去20年間に犯罪等で懲役ないしは禁固の判決を受けていない者、（4）年金申請前の20
年間に医療救済を除いて救貧の適用を受けたことのない者、⑤年金当局の管轄区域内に居住してい
ること、（6）総所得が週10シリングをこえないこと、（7）自分自身およびその扶養者のために、勤勉と
理性的倹約の生活によって自己の能力の最善を尽くしてきた者、以上である7）。受給資格はかなり厳
しく、救貧の院外給付に適合する老人を選別する意図を持ったものであり、ブースらの主張する全
老人を対象とした計画とはかけ離れた内容であるが8）、ここにはじめて、個人の貧困に対してその責
任能力をこえる事態に関しては、社会・国家がその保障をすることが一部認められたのであった。
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第3表　1901年における老齢年金制度の推定費用（金額の単位：ポンド）
65歳以上 70歳以上 75歳以上
1901年における推定人口 2，016，000 1，215，000 616，000
控除者：
i1）週所得10s．超の者
A被救櫨貧民
i3》外国人，犯罪者、精神異常者
i4）禁欲的生活能力のない者
香@控　除　者　数
　741，000
@515，000
@32，000
@72，700
P，360，700
381，000
S00，000
P6，000
S2，000
W39，000
169，000
Q33，000
@8，000
Q1，000
S31，000
年金適格者推定数 655，000 376，000 185，000
推　　定　　費　　用
s　　　政　　　費8
香@推　定　費　用
9，976，000
@299，000
P0，275，000
5，710，000
@228，000
T，938，000
2，808，000
@141，000
Q，949，000
概　　　算　　　額 10，300，000 5，950，000 2，950，000
Parliamentary　Papers，1900，　VoLX，　Reports　from　Commissioners，　Inspectors，　and　Others，　Report　of　the
1）ePartmental　Committee　on　the　Financial　AsPects（ゾthe　ProPosals　made　by　th　c）Select　Committee　o．f　the　House
of　Commons　Of　1899　about　the　Aged　l）eserving　Poor∫with　Appendices，　paras．92－105，149，152，　pp．xxiv－xxviii，
xlii，　xlv（28－32，46，49）より作成。＊行政費は、65歳以上の場合3％、70歳以上の場合4％、75歳以上の場合5％。
　同年8月15日には即座にこの条件に従った年金制度の財政的負担を調査するため、ハミルトン（E．
W．Hamilton）を委貝長とする省内委員会が設置され、翌1900年1月9日にその報告書が提出され
た。報告書は65歳以上の適格老人に農村部で週5シリング、都市部で週7シリングを支給した場合
の財政負担のほか、支給年齢を70ないし75歳以上とした場合の試算もあわせて公表され、当初はそ
の費用を地方当局と国庫が共同で負担する計画となっていた9，。1901年における受給適格者推定数
とその概算費用を示したのが第3表であるが、受給開始年齢を65歳とした場合には、適格者は全体
の33％にしかあたらない655，000人、70歳とした場合には全体の31％、376，000人しか年金の受給対
象者にならず、適格条件の厳しさが浮き彫りにされた不十分な年金制度であることがうかがわれる。
しかもこのように受給対象者を絞り込んだ場合でさえも、その概算費用は65歳からで1，030万ポン
ド、70歳からで595万ポンドとなり、その財政負担はかなりの金額にのぼったのであった。
　しかし、ボーア戦争（1899－1902年）の勃発はこの年金計画の実施を挫折させた。多額の軍事費
を賄うための大量の戦時公債の発行は、年金制度の導入を不可能な事態におとしいれ、いわば帝国
の維持・拡張が国内の社会政策の実施に優先する形となった。戦争終結後、1903年には年金制度の
実現をはかるため、1900年時点と同様の内容で再度法案が準備されたがエ゜）、統一党政府のもとでは年
金制度の実現ははたされなかった。すなわち統一党政府はボーア戦争終結後、1903－4年度、1904－
5年度、1905－6年度と三度の予算編成と年金制度導入の機会がありながら、財政上の問題を理由
にその実現を見送ったのである。年金制度の計画がもともと統一党内のチェンバレンを中心として
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第4表　1907年における老齢年金制度の推定費用（金額の単位：ポンド）
65歳以上 70歳以上 75歳以一．L
1907年における推定人口 2，116，267 1，254，286 635，080
控除者：
i1）週所得10s．超の者
i2｝被救憤貧民
i3）外国人，犯罪者、精神異常者
i4）禁欲的生活能力のない者
香@控　除　者　数
　778，283
@541，682
@33，661
@76，185
P，429，811
393，405
S14，506
P6，582
S3，191
W67，684
174，223
Q41，401
@8，319
Q1，444
S45，387
年金適格者推定数 686，456 386，602 189，693
推　　定　　費　　用
s　　　政　　　費寧
香@推　定　費　用
10，465，879
@313，977
P0，779，856
5，884，497
@235，379
U，119，876
2，889，045
@144，452
R，033，497
概　　　算　　　額 10，780，000 6，119，000 3，033，000
Parliamentary　Papers。1907，　VoLLXVIII，　Accounts　and　Papers，　Old　Age　Pensions’Tables　which　have　been
prOPared　in　connection　with　the　question　Of　Old／Age　Pen5ions，　with　a　Preliminary　Memorandum，　PP，28－33（412
－417）より作成。＊行政費は、65歳以上の場合3％、70歳以上の場合4％、75歳以上の場合5％。
検討されてきながら、統一党政府がその実現を放棄したことは、労働者階級をより一層自由党急進
派へ接近させ、その後の選挙で統一党はバーミンガムを除いて労働者の支持を失う結果となった。
年金制度の確立は、その後の自由党政府の手に委ねられることとなったのである。
　1905年12月のバルフォア（AJBalfour）内閣総辞職を受けておこなわれた翌1906年1月の総選挙
は、自由党と労働党による選挙協定の結果、自由党に地すべり的勝利をもたらした。自由党政府は
総選挙を大勝へと導いた労働党との協力関係に応えるため、1908－9年度予算で老齢年金制度の導
入を決定するが、自由党が政権を掌握した直後の1906－7年度予算における関税の軽減と1907－8
年度予算における所得税への差別制の導入が、自らの直接的支持階層であり、自由貿易体制の維持
に固執するランカシャー綿業を中心とする産業的中産階級に対する政策的配慮であるとするなら、
1908－9年度予算における老齢年金制度の導入と砂糖輸入関税の軽減は、間接的支持階層であると
も言える労働者階級への政策的配慮であったとみなしうるであろう。1907年には1900年の調査時点
での受給適格者数と費用を見直すために再度調査がおこなわれ11）、第4表のように推定値が修正さ
れて法案提出の準備が整えられたのであった。
　1908年4月初めに病気で辞任したキャンベル・バナマン（H．Campbell－Banaman）にかわって首
相に就任したアスキス（H．H．Asquith）は、5月7日、新任の蔵相ロイド・ジョージ（D．Lloyd　George）
にかわって自らが編成した1908－9年度の予算演説をおこなった。アスキスは国内経済の現状把握
と前年度の財政報告から演説を始めたが、前年1907年の貿易額が過去最高を記録したことから、1907
年末にアメリカで生じた恐慌の影響がすでに1908年第1四半期に見え始めていたにもかかわらず、
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第5表　イギリスにおける多額の公債削減の例（単位：ポンド）
年　度 減　債　額 蔵　　相　　名
1907－8 16，839，000 Mr　Asquith
1906－7 14，825，000 Mr　Asquith
1908－9¢ 13，776，000 Mr　Lloyd　George
1853－4 9，921，000 Mr　Gladstone
1865－6 9，366，000 Mr’fradstone
1889－90 8，515，000 Mr　Goschen
1894－5 8，289，000 Sir　William　Harcourt
1883－4 8，207，000 Mr　Childers
Economist，　VoLLXVI，　No．3377，　May　16，1908，　p．1028より作成。＊推定額。
その後の景況と税収の伸びにかなり楽観的な見通しを持っていた。結果的にそれが翌年度の予算編
成に大きな影響を及ぼすこととなるのであるが、ともあれ1907－　8年度の決算は歳入156，538，000ポ
ンドに対して歳出151，812，000ポンド、余剰4，726，000ポンドとなり、この財政余剰が自動的に旧減
債基金に組み込まれて公債削減に寄与したのであった12｝。第5表はイギリスにおける多額の公債削
減の例を示したものであるが、1906年以降の自由党政権による公債削減がいかに急速で多額のもの
であったかがわかるであろう。政権獲得後、シティ金融利害や地主富裕層からその急進主義的性格
を批判されてきた自由党政権が13｝、3年間で4，500万ポンド以上の減債を実現し、1909年3月末には
20年前の1889年3月末の公債残高697，000，000ポンドにまで戻れると、アスキスは自信に満ちた発言
をおこなっている14，。世界各国で財政赤字が問題化していた当時15）、自由貿易と資本移動の自由を基
礎とし、貿易の拡大による多角的貿易決済機構の要としてのシティの繁栄が、ポンド・スターリン
グの強固な信用維持・ロンドン金融市場の安定にある以上、その発言に対して誰が正面から批判の
矢を向け得よう。こうした自信に満ちた財政手腕のもとに、いよいよアスキスは老齢年金制度の導
入を発表したのであった。
　アスキスは過去の年金計画の概要をもとに制度の詳細を検討したが、その内容はチャップリ．ン委
員会で提示されたものとはかなり異るものとなった。受給適格者はイギリスに居住する70歳以上の
イギリス国民で、単独の場合年間所得26ポンド以下の者に週5シリング（年間13ポンド）を支給し、
夫婦共の場合には年間所得39ポンド以下の者に、1人当り週3シリング9ペンス（年間9ポンド15
シリング）を支給することとした。アスキスは受給開始年齢を引き上げ、支給額を減額した反面、
被救憧条項に関してはかなり制限を緩めたのであった。すなわち、犯罪者や精神異常者は除くもの
の、過去において救貧を受けた者に対しては、現に救貧を受けている者を除くすべての老人にその
対象を広げたのである。その結果、1907年の受給対象予定者は、70歳以上とした場合でも当初のチ
ャップリン委員会の規定による386，000人をはるかにこえる572，000人となったのであった。また当
初は周知の不徹底による受給申請のもれが生じると考え、初年度の受給予定者を約50万人と推定し、
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その費用を120万ポンド（1909年1月1日以降の第4四半期）、翌年度は年間600万ポンドと見積り、
全額国庫の負担としたのであった16）。
老齢年金法案はその後予算案と別個に審議・修正され、1908年’6月16日に下院第2読会を賛成417、
反対29、7月9日に第3読会を賛成315、反対10という大差で通過した後上院へ送られ、7月20日上
第6表　1908－9年度の歳出見積り（単位：ポンド）
1907－8 1908－9 前年度との差
既定費：公　債　費
@　　　そ　の　他
@　　　地方税勘定@　　　への支払い
29，500，000
P，685，000
P1，205，000
28，000，000
P，685，000
P1，250，000
一1，500，000
@　　　－
¥　　45，000
既　定　費　計 42，390，000 40，935，000 一1，455，000
議定費：陸　軍　費
@　　　海　軍　費
@　　　民　事　費　　　　関税、内国　　　　税収入局費
@　　　郵便局費
27，760，000
R1，419，000
R0，307，000
R，258，000
P7，368，000
27，459，000
R2，319，000
R0，510，000
R，324，000
P8，322，000
一　301，000
{　900，000
{　203，000
¥　　66，000
{　954，000
議　定　費　計 110，112，000 111，934，000 ＋1，822，000
歳　　出　　計 152，502，000 152，869，000 ＋　367，000
Parliamentary　Papers，1908，　Vol↓XII，　Accounts　and　Papers，　Financlal　Statement，1908－9．　p，5（219）より作成。
第7表　1908－9年度の歳入見積り（単位：ポンド）
1907－8 1908－9 前年度との差
租　税：関　　　税 32，490，000 32，600，000 ＋　110，000
消　費　税 35，720，000 35，500，000 一　220，000
相　続　税 19，070，000 19，500，000 ＋　430，000
印　紙　税 7，970，000 8，100，000 ＋　130，000
地　　　租 730，000 700，000 一　　30，000
家　屋　税 1，960，000 1，900，000 一　　60，000
所　得　税 32，380，000 33，000，000 ＋　620，000
租税収入計 130，320，000 131，300，000 ＋　980，000
租税外：郵　　　便 17，880，000 18，250，000 ＋　370，000
電　　　信 4，420，000 4，520，000 ＋　100，000
王　領　地 520，000 530，000 十　　10，000
スエズ運河箔剋茁 1，190，000 1，170，000 一　　20，000
そ　の　他 2，208，000 2，000，000 一　208，000
租税外収入計 26，218，000 26，470，000 ＋　252，000
歳　　　入　　　計 156，538，000 157，770，000 ＋1，232，000
Parliamentary　Papers，1908，　VoLLXII，　Accounts　and　Papers，　Financial　Slatdinent，1908－9．　p．6（220）より作成。
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第8表　蔵相により提案された1908－9年度の最終収支対照表（単位：ポンド）
歳入見積り 1908－9 歳出見積り 1908－9
1　租税収入
P．関税　　　　　32，600，000
@控除：砂糖輸入関税減税
@　　　　　　　3，400，000
Q．消費税
R．相続税
S．印紙税　　　　8，100，000
@控除：海上保険印紙税減税
@　　　　　　　　　20，000
T．地租
U．家屋税
V．所得税
1　既定費
P．公債費
Q．その他
R。地方税勘定への支払い
@　　　　　　　11，250，000
@追加：ライセンス税徴収費
@　　　　　　　　　40，000
28，000，000
P，685，000
P1，290，000
29，200，000
R5，500，000
P9，500，000
W，080，000
@700，000
P，900，000
R3，000，000
既　定　費　計 40，975，000
II議定費
@1．陸軍費
@2．海軍費
@3．民事費　　　　30，510，000
@　追加：老齢年金費
@　　　　　　　　1，200，000
@4．関税・内国税収入局費
@5．郵便局費
租税収入計 127，880，000
27，459，000
R2，319，000
R1，710，000
R，324，000
P8，322，000
II租税外収入
@1．郵便
@2．電信・電話
@3．王領地
@4．スエズ運河株等収入
@5．その他
18，250，000
S，520，000
@530，000
P，170，000
Q，000，000
議　定　費　計 113，134，000
歳　　出　　計
c　　　　高
154，109，000
@　241，000租税外収入計 26，470，000
歳　入　計 154，350，000 合　　　　計 154，350，000
Parliamentary　Papers，1908．　VoLLXII，　Accounts　and　Papers，　Financial　Statement，1908－9，　p．7（221）より作成。
院第2読会を賛成123、反対16で通過し、8月1日に国王の裁可を経て成立したのであった17｝。アス
キスは年金制度を無拠出とし，全額国庫の負担としたうえで、一方では被救1血条項を緩和して受給
対象者を拡大し、他方では受給開始年齢を引き上げて対象者を絞り込み、支給額を削減することで
その財政的負担を軽くするという手法をとった。ここに自由党政権が労働者階級に譲歩しつつ、な
おその利害を十分には反映していない側面が明確となる。年金制度の財源をめぐって、それが関税
等の間接税増税をもって賄われるのであれば拠出制と同じ意味になるという批判が当初支持された
が18｝、年金制度の財政的負担が思いの他過大となることが明らかになった後の「人民予算」において、
労働者階級は年金制度維持のため、アルコールとタバコの間接税増税という代価を支払わされるこ
ととなるのである。
　さて年金制度の初年度の財源120万ポンドについてであるが、1908－9年度の当初の歳出・歳入見
積りは第6表ならびに第7表のようであった。歳出152，869，000ポンドに対して歳入は157，770，000
ポンドとなり、約490万ポンドの余剰が生じる予定であった。アスキスはそのうちの120ポンドを初
年度の老齢年金費にあて、残余のほとんどを砂糖輸入関税の軽減（340万ポンド）へ振り向けたので
あった’9）。この砂糖輸入関税の軽減は、1906年の茶輸入関税の軽減と同様、労働者階級への「安価な
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食糧」「税ぬきの朝食」を提供するとともに、イギリスが自由貿易体制を堅持する姿勢を世界に示す
ものであった。こうして蔵相により提案された最終収支対照表は第8表のようになったのであった。
　この予算案に対し、エコノミスト誌は“AGreat　Budget”という見出しを掲げ、予算案に示され
た自由貿易財政の勝利を高らかに宣言したが2°》、シティ金融利害を代弁する経済誌は公債削減に関
して一定の評価はしたものの、翌年度以降の老齢年金の財源についての説明がないこと、またすで
に対独緊張関係の中から海軍増強の要求が出はじめ、これら多額の歳出増を賄うには自由党の政策
方針が貫かれた場合、所得税の増税をおいて他になく、現在でも過重な中高所得層の租税負担がな
お一層重くなることに関し、批判が寄せられたのであった21）。事実、ドイツはすでに2月に艦隊法を
修正して軍事力強化に乗り出しており、イギリスも帝国の防衛、海外資産の保全のために対抗措置
をとらざるをえない状況になりつつあった。そのような中で老齢年金制度の導入、関税の軽減、大
幅な公債削減を実現した1908－9年度予算は、すでに限界ぎりぎりのところで均衡を保った予算で
あり、新規の財源確保という難問を次年度予算に先送りする結果となった。ここに「人民予算」提
出が不可避となる財政的背景があったのである。
III対独建艦競争と1909－10年度予算の内容
　1908－9年度の経過とともに財政状況の悪化は避けられないものとなi）、年度末に大幅な歳入不
足が生じることは明白な事実となった。まず第一に前節の予算演説の部分でもふれたように、1907
年末に生じたアメリカを震源地とする世界恐慌の影響に対する認識の甘さがあった。政府は1908年
の景況について、その第1四半期に輸出入の減少という景気後退の兆候がすでに現われていたにも
かかわらず、かなり楽観的な見通しを持っていたが、1908年全体を通して高い失業率と高穀物価格
が続き22｝、消費の低迷から消費税収入がかなり落ち込む結果となった。消費税収入は当初見積り
35，500，000ポンドであったが（第8表参照）、最終的に33，650，000ポンドの税収しかもたらさず（第
2表参照）、これが歳入減の最大の要因となった。次に老齢年金制度の受給対象予定者の推定が過少
であったため、年金制度の実質費用は見積り額を大きく上回ることとなった。アスキスの示した当
初見込みは70歳以上の受給適格者572，000人（初年度50万人）の予定であったが、実際には1909年3
月31日までに668，201人が年金の支給を認められ、なお54，421人が年金の申請中であるという状況で
あった。この結果、当初予定の初年度第4四半期のみで120万ポンド、次年度年間600万ポンドとい
う経費は、初年度200万ポンド、次年度は850万ポンドへと大きく上方修正されたのであった23）。こう
して不況による税収減、老齢年金費の予定外の増加という不測の事態に見舞われた1908－9年度の
決算は、歳出152，292，000ポンドに対して歳入は151，578，000ポントまでしか伸びず、714，000ポンド
の歳入不足が現実のものとなった。ここに、1906年以降自由党政権がおし進めてきた関税の軽減・
経費削減・公債削減という財政政策基調は、ついに終焉を迎えることとなったのである。
　これに加えて1908年2月のドイツ艦隊法修正は、イギリスに海軍恐怖（Naval　Panic）を引き起こ
し、海上覇権維持のための海軍増強計画を推進させる起動力となった。1905年末に成立した自由党
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内閣は、当初前統一党内閣が作成した海軍増強計画である「コーダー覚書」（Cawdor　Memoran－
d㎜：年間4隻のドレッドノート建造計画）を継承したが、早くも1906年3月、首相キャンベル・
バナマンと党内急進派を中心として軍事費削減を求める動きが現われ、その後「コーダー覚書」に
よるドレッドノート建造計画は、年間4隻から2隻へと縮小されたのであった24，。その結果、1907－
8年度には軍事費は20世紀の最低額を記録することとなったが（第1表参照）、前述のように1908年
2月、ドイツが艦隊法修正のうえ毎年3隻のドレッドノートを建造して20年後にはすべての戦艦を
ドレッドノート型に代替し25）、さらにはキール運河を拡張する計画を決定したため、シティを先頭と
して海軍増強運動が展開されたのであった26）。海相マッケナ（R．Mc　Kenna）はシティの後盾を得た
海軍本部の要請に応え、1908年5月、1909－10年度にドレッドノート4隻、ないし必要とあらば6
隻の建造を閣議で進言し、さらに同年12月8日には6隻の建造を正式に要求したのであった27｝。ここ
に自由党内閣はマッケナ、グレイ（E．Grey）等を中心とする大海軍派とロイド・ジョージ、チャー
チル（W．Churchill）等を中心とする小海軍派に真向うから分裂する事態に至り、「人民予算」の編
成過程でこの両者が激しく衝突することとなったのである28）。海軍本部からの要求はその後ついに
8隻にまでエスカレートし、アスキスは1909年2月24日の閣議で、1909－10年度に4隻のドレッド
ノートの建造に着手し、その後必要が認められたならば追加4隻を1910年4月1日までに着手する
という妥協案を提示したのであった29）。他方統一党は大海軍派を支持し、1909年3月におこなわれた
補欠選挙では「8隻要求、持ったなし」（We　want　eight，　we　won’t　wait）というスローガンを掲
げて世論の支持を獲得したため3°1、自由党政府はいよいよ窮地に立たされることとなった。結局海軍
予算は3月の段階ではアスキスの妥協案どおり、はじめに4隻の着工で承認されたが、追加4隻の
決定も遠からず避けられない事態に陥っていた。
第9表　1909－10年度、歳出見積り（単位：ポンド）
1908－9 1909－10 前年度との差
既定費：公　債　費
@　　　そ　の　他
@　　　地方税勘定@　　　への支払い
28，000，000
P，685，000
P0，020，000
28，000，000
P，670，000
X，483，000
　　　　　一
黶@　15，000
|　537，000
既　定　費　計 39，705，000 39，153，000 一　552，000
議定費：陸　軍　費
@　　　海　軍　費
@　　　民　事　費
@　　　関税、内国@　　　税収入局費
@　　　郵便局費
27，459，000
R2，319，000
R1，710，000
R，324，000
P8，322，000
27，435，000
R5，143，000
S0，070，000
R，373，000
P8，978，000
一幽@24，000
{2，824，000
{8，360，000
¥　　49，000
{　656，000
議　定　費　計 113，134，000 124，999，000 ＋11，865，000
歳　　出　　計 152，839，000 164，152，000 ＋11，313，000
Parliamentary　Papers，1909，　Vol．L，　Accounts　and　Papers，　F㍑αη磁Z　Statement，ヱ909－10，　p．5（289）より作成。
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第10表　1909－10年度、歳入見積り（単位：ポンド）
1908－9 1909－10 前年度との差
租　税：関　　　税 29，200，000 28，100，000 一1，100，000
消　費　税 33，650，000 32，050，000 一1，600，000
相　続　税 18，370，000 18，600，000 十　230，000
印　紙　税 7，770，000 7，600，000 一　170，000
地　　　租 730，000 700，000 一　　30，000
家　屋　税 1，900，000 1，950，000 十　　50，000
所得　税 33，930，000 33，900，000 一　　30，000
租税収入計 125，550，000 122，900，000 一2，650，000
租税外：郵　　　便 17，770，000 17，750，000 一　　20，000
電　　　信 3，020，000 3，000，000 一　　20，000
電　　　話 1，510，000 1，650，000 ＋　140，000
王　領　地 530，000 530，000 一
スエズ運河箔剋茁 1，171，000 1，166，000 一　　5，000
そ　の　他 2，027，000 1，394，000 一　633，000
租税外収入計 26，028，000 25，490，000 一　538，000
歳　　入　　計 151，578，000 148，390，000 一3，188，000
Parliamentary　Papers，1909，　VoLL，　Accounts　and　Papers，　Financial　Slatement，1909－10，　p．6（290）より作成。
　当時、ドレッドノートー隻の建造費は約200万ポンドと見積られていたが31）、その建造期間に二年
以上を要したため、費用の大部分は後年度の第二、第三年目にかかるのが普通であった32｝。したがっ
て自由党政府としては、1909－10年度に着工する予定の4ないし8隻の建造費用については、初年
度よりも後年度の財政負担を考慮して歳入案を決定せねばならず、租税体系の基幹部分には税収の
安定した、しかも確実に増収の期待できる税目を定置させなければならない必然性があったのであ
る。
　1909年4月29日、ロイド・ジョージは4時間半に及ぶ歴史的な予算演説をおこなったのであるが、
厳しい財政事情に加えて演説の内容を数日間にわたって徹底的に吟味した疲れによるのか、その口
調は弱々しく、元気のないものであった33）。第9表は海軍費と老齢年金費の増額分をおり込んだ
1909－10年度の歳出見積り、第10表は従前の税制のもとでの歳入見積りであるが、歳出164，152，000
ポンドに対して歳入は148，390，000ポンドしかなく、この段階ですでに15，762，000ポンドの歳入不足
が見込まれていた。ロイド・ジョージは継続する不況のなか、失業問題が深刻化・社会問題化して
いることを考慮して職業安定所の開設をすでに決定しており、その開設費用や雇用創出のための開
発基金の創設等を加えると、不足額は約1，650万ポンドにものぼったのであった3‘）。彼はこれを減債
基金の削減と大幅な増税策をもって賄おうとしたのである。
　まず公債費の削減であるが、彼は1909年3月末の公債残高（696，000，000ポンド）が20年前の1889
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年3月末の残高（697，000，000ポンド）をやや下回る水準であることを述べ、1909年の利子率が20年
前と比較してかなり低いことから、たとえ公債費を300万ポンド削減して2，500万ポンドとしても、
利払い費と管理運営費を除いた実質減債額は20年前よりもかなり多くなることを説明し、減債基金
300万ポンドの削減を提案したのであった35）。こうして減債計画を犠牲とした歳出抑制の後、ロイ
ド・ジョージは新規の課説にあたっての原則を次のように述べた。すなわち、（1）当年度分だけでな
く翌年度分以降も十分な税収をあげられるもの、ないしはそれ以上に、増大する財政需要に見合う
ような税収の増加が期待できるもの、②我が国の富の源泉を構成する産業や商業に害を与えるもの
でないこと、（3にの財政危機に直面して、社会のあらゆる階級が寄与すべきであること、以上であ
る36）。①の原則は、今後歳出の増加が見込まれる老齢年金費とドレッドノート建造費の後年度負担を
意識したもの、②は課税の対象が主として地主富裕層に向けられること、（3）は労働者階級にもそれ
なりの負担をになってもらうことを暗示した課税原則であると思われる。この課税原則に従って、
以下の増税策が提案されたのであった。
　まず第一に所得税であるが、彼は予算演説冒頭の財政状況の概観の部分で「過去において所得税
ほどこのような試練の時にも耐えうるような財源はなかったし、これ程確実に税収をあげられるよ
うな税はないであろう」37）と述べ、自由党が構想する租税体系において、この所得税を最大の基幹税
として定置させていくことを明らかにした。ところで、不況期にも所得税収入が落ち込みを見せず、
わずかながらも増加傾向をたどった（第2表参照）ことの原因は、恐慌による不況の直接の影響が
賃金圧下や解雇という形で主として労働者階級におしつけられ、所得税を負担しない下層所得層の
消費制限へと帰結したことのほか、当時の所得税算定の基準となる課税標準のとり方、すなわち課
税所得の算定法にもあると思われる。当時のイギリス所得税はAからEまでの5つのスケデュール
ごとに、それぞれ課税・徴収されていたが38）、スケデュールA（不動産収益）は不動産の年価値を課
税標準として、またスケデュールB（借地農収益）はその年価値の1／3を課税標準として、いわば概
算収益として課税・徴収されていた。またスケデュールC（公債利子）はポンド・スターリングの
強固な信用維持を背景に、低利子率ながらもその利回りは比較的安定しており、さらにスケデュー
ルD（商工業所得）’では3年平均制により、過去3年間の収益を平均して課税されたため、年々の
景気変動にともなう税収の増減がそれ程激しくなかったものと思われる39｝。その結果、1908－9年度
のような不況の年には、消費税収入が敏感に反応して落ち込みを見せる反面、所得税はわずかなが
らも増収という事態が生じたのであった。
　さて、ロイド・ジョージが示した所得税の改正点は次の5項目であった4°）。
（1）所得税の一般税率を、これまでの1ポンド当り1シリングから、1シリング2ペンスへと引き
　上げる。
（2）すべての源泉からの所得の総額が5，000ポンドを超える個人に対しては、1シリング2ペンスで
　課される所得税に加え、その総所得のうち3，000ポンドを超える額について1ポンド当t）6ペンス
　の超過税を課する。
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（3）すべての源泉からの所得の総額が2，000ポンドを超え、かつ3，000ポンドを超えない個人で、そ
　の所得のどの部分かが稼働所得である場合には、その稼働所得部分については1ポンド当り1シ
　リングの税率で課税する（1907年の差別制の導入で実施された2，000ポンド以下の稼働所得に対す
　る9ペンスの軽減税率はそのまま存続）。
（4）すべての源泉からの所得の総額が500ポンドを超えない個人で、かつ16歳未満の子女を有する者
　に対しては、その子女一人につき10ポンドの所得控除を認める。
（5）超過所得税についての申告義務。
　1907年に所得税に差別制が導入されたことに続き、ここで超過税という形で累進制が導入された
ことにより、1906年の所得税調査特別委員会報告書の累進制と差別制の導入可能性を示した答申の
全体が実施に移されたのであった41）。ここに自由党が構想する所得税の基幹税化・応能負担化が実現
されることとなったのである。ちなみに、一般税率の引き上げと超過税の新設による増収は350万ポ
ンドと見積られた。
　次に相続税であるが、1907年の改正では100万ポンド以下の遺産額に対して1～10％の12段階の累
進税率、100万ポンドを超える遺産額にはその超過分に対して11～15％の超過累進税を課する措置が
とられたが、今回の改正ではその累進制をさらに強化し、100万ポンドまでの遺産額に対する累進税
率を1～14％の14段階とし、100万ポンドを超える遺産額には一率15％の税率を課するように改めら
れた。その他遺産取得税の税率を改訂するなどの増税策の結果、相続税では285万ポンドの増収が見
込まれた42）。
　次に地価税であるが、これは土地の不労増加価値に課税する目的で（1）自然増価税（lncrement
Value　Duty）、（2）土地復帰税（Reversion　Duty）、（3）未利用地税（Underdeveloped　Land　Duty）、
（4）採鉱権税（Mineral　Right　Duty）の四税が新設された。自然増価税はまさに土地の値上り分に対
して土地所有権移転の際に課税するもので、1909年4月30日以降に生じる土地の不労増加価値に20
％の税を課するもの、土地復帰税は土地の賃貸借契約更新時に生じた資本価値の増加分に対して10
％の課税をおこなうもの、未利用地税は有効に利用されていない遊休地に対して、その資本価値1
ポンドにつき1／2ペニーの税を課するもの、採鉱権税は同様の意図で、未開発の鉱山に対しその採鉱
権使用料1ポジトにつき1シリングの税を課するものであった。また、これらの新規課税によって
生じる税収の半分が地方当局に交付されること、課税にあたってイギリス国内のすべての土地の評
価をおこなうこともあわせて規定された43）。
　さて、この地価税は「人民予算」において地主貴族層から最も激しい抵抗を受けた部分であり44》、
自由党政権が何度となく法案を提出しながら上院の壁に阻まれて廃案になっていたスコットランド
土地評価法をイギリス全土にその対象を広げ、しかもイギリス憲政史上上院の拒否権が行使された
ことのない歳入法案の中にその条項を組み込んだもので、自由党と地主貴族層との対決姿勢を最も
鮮明に描き出すこととなった45）。ところで、自由党は自党を支持する地主層に対する配慮として、農
地や小敷地を地価税から免除しているが46）、もともとこの地価税は、社会の発展にともなって価値が
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上昇した都市近郊の土地（未利用地を含む）に課税することによってその資本価値を低め、土地を
流動化させて労働者用の優良な住宅建設に必要な土地を潤沢に供給することにその主目的があっ
た。土地独占の否定と都市スラムの解消という急進主義の理想がそこには貫かれていた。したがっ
てこの地価税によって最も打撃を蒙るのは、地価上昇の激しい都市及びその近郊の土地を所有して
いる地主で農村部の地主ではなかった。19世紀第4四半期の大不況と運輸革命による低廉な農産物
の大量輸入のため、以後イギリス農業は深刻な経営危機に直面していた。当時、不動産の所有から
生じるスケデュールAの所得のうち、土地、すなわち農地から得られた所得は第11表にみられるよ
うに全体の約1／5で、残りの4／5は家屋、すなわち都市部の借家家賃から生じたものであり、年々
第11表　資産項目別粗所得総額の内訳、1898－1908年（単位：ポンド）
年　度 土　地 家　屋 その他 合　　計
1898－9 53，011，086170，188，868 632，223 223，832，177
1899－1900 52，814，291174，430，501 1，139，114 228，383，906
1900－1 52，636，364178，963，147 1，210，668232，810，179
1901－2 52，463，477184，572，687 1，195，773238，231，937
1902－3 52，262，825188，405，376 1，219，205 241，887，406
1903－4 52，493，253197，963，235 1，327，971 251，784，459
1904－5 52，257，999201，572，703 1，296，701 255，127，403
1905－6 52，151，543205，486，455 1，310，673258，948，671
1906－7 52，053，135210，396，907 1，291，502263，741，544
1907－8 51，857，803211，358，747 1，271，220264，487，770
Parliamentary　Parers，1909，　VoL　XXXVII，　Reports　from　Commissioners，　Inspectors，　and　Others，
Inland　Revenue，　p．146（146）より作成。
第12表　土地の年価値総額の主要減少州（単位：ポンド、括孤内は％）
州 1898－9年度ﾌ年価値
1907－8年度
ﾌ年価値 減　少　額
ヨークシャー 3，710，373 3，629，287 81，086　（2，2）
ケント（首都圏外） 1，209，479 1，139，061 70，418　（5．8）
ミドルセックス（首都圏外） 344，152 286，988 57，164（16．6）
ランカシャー 1，591，926 1，538，796 53，130（3．3）
デヴォンシャー 1，635，487 1，586，805 48，682　（3。0）
サマセットシャー 1，533，995 1，491，754 42，241　（2．8）
サセックス 848，123 806，265 41，858　（4．9）
エセックス 902，537 863，659 38，878（4．3）
Parliamentary　Papers，1909，　Vol．XXVII，　Reports　from　Commissioners，　Inspectors，　and　Others，　lnlaiid　Revenue，
p，146（146）より作成。
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第13表　家屋の年価値総額の主要増加州（単位：ポンド、括孤内は％）
州 1898－9年度ﾌ年価値
1907－8年度
ﾌ年価値 増　加　額
首都圏 40，487，336 48，007，612 7，520，276（18．6）
ランカシャー 20，611，781 24，165，751 3，553，970（17．2）
ヨークシャー 13，666，654 16，713，621 3，046，967（22．3）
ミドルセックス（首都圏外） 4，371，747 7，052，664 2，680，917（61，3）
エセックス 3，976，779 6，105，805 2，129，026（53．5）
サり一（首都圏外） 4，289，945 6，239，253 1，949，308（45．4）
ラナーク 5，293，395 6，742，499 1，449，104（27．4）
ケント（首都圏外） 4，425，907 5，734，463 1，308，556（29．6）
ダラム 3，419，179 4，505，536 1，086，357（31．8）
ハンプシャー 3，457，338 4，491，338 1，034，000（29．9）
ウオリックシャー 4，221，979 5，217，473 995，494（23．6）
スタフォードシャー 4，005，738 4，903，965 898，227（22．4）
サセックス 3，798，321 4，651，311 852，990（22．5）
ノーザンバーランド 2，308，813 3，133，354 824，541（35．7）
Parliamentary　Papers，1909，　VoLXXVII，　Reports　from　Commissioners，　Inspectors，　and　Others，1n　land　1～evenue，
p．147（147）より作成。
前者が減少し、後者が増加していく傾向にあった。第12表ならびに第13表にみられるように、土地
の年価値総額が減少する州がみられる反面、家屋の年価値総額が急激に上昇している州が数多くみ
られる。年価値総額の増減は、単位当りの収益をあげている土地ないしは家屋の年価値の増減、お
よび収益の対象となる土地ないしは家屋の増減によって左右され、必ずしも土地価格そのものの上
昇・下落を意味するものではないが、いずれにせよ、社会の発展により都市近郊部の土地の価値が
上昇し、その開発が次第に進展しつつあることは一目瞭然であろう。「人民予算」における土地課税
の目的は、こうした社会の発展によって生じた土地の不労増加価値の独占に対する攻撃であり、単
なる大土地所有制に対する攻撃ではなかった。地価税収入の1／2に等しい金額が地方当局へ交付さ
れるという規定からみても、この立法が人口が集中してスラム化する都市部のためのものであり、
国庫による地方財政救済の意味も含めた課税であったと言えるであろう4η。
　またロイド・ジョージは農地への地価税免除を認めつつも、地価評価に関してはイギリス全土の
土地を対象とすることに譲歩しなかった。土地課税の真の目的は、実はこの土地評価にあった。土
地の不労増加価値に対する課税は、1909年4．月30日現在での地価を基準としてそれ以後の増加分に
対してのみ課され、また未利用地に対する税率もかなり低く抑えられており、彼自身この地価税か
らの税収を初年度わずか50万ポンドと見積っている。すなわち、地価評価とは、当時不正確な年価
値やあいまいな地域的価値評価によって占有者（occupire）に課されていたレイトやその他不動産関
係諸税に対して明確な課税標準を提供し、不動産の占有にではなく、その所有に対して課税の根拠
を求めようとするための準備作業だったのである48）。こうした事実が、のちに「人民予算」の審議を
一218一
第14表　蔵相により提案された1909－10年度の最終収支対照表（単位　ポンド）
歳入見積り 1909－10 歳出見積り 1909－10
1　租税収入 1　既定費
1．関税　　　　28，100，000 1．公債費　　　28，000，000
追加：ガソリン輸入関税新設 控除：減債基金削減
340，000 3，000，000 25，000，000
スピリッツ輸入関税増税 2．その他 1，670，000
400，000 3．地方税勘定への支払い
タバコ輸入関税増税 9，483，000
1，900，00030，740，000 追加：自動車関係税補助金
2．消費税　　　　32，050，000 600，00010，083，000
追加：スピリッツ消費税増税 既　　定　　費　　計 36，753，000
1，200，000 II議定費
ライセンス税改訂・増税 1．陸軍費 27，435，000
2，600，000 2．海軍費 35，143，000
自動車免許税増税 3．民事費　　　　40，070，000
260，00036，110，000 追加：新開発基金への補助金
3．相続税　　　18，600，000 200，000
追加：税率改訂 職業紹介所費　　100，00040，370，000
2，850，00021，450，0004．関税・消費税・内国税収入局費
4．印紙税　　　　7，600，000 3，373，000
追加：増税　　　　650，0008，250，0QO 追加：地価評価費
5．地租 700，000 50，000 3，423，000
6．家屋税 1，950，000 5．郵便局費 18，978，000
7．所得税　　　　33，900，000 議　　定　　費　　計 125，349，000
追加：税率改訂 歳　　　出　　　計 162，102，000
3，000，000
超過税新設　　　500，00037，400，000
8．地価税新設 500，000
租　税　収　入　計 137，100，000
II租税外収入
1．郵便 17，750，000
2．電信・電話 4，650，000
3．王領地 530，000
4．スエズ運河株等収入 1，166，000
5．その他 1，394，000
租税外収入計 25，490，000残　　　　　　　　高 488，000
歳　　　入　　　計 162，590，000合　　　　　　　　計 162，590，000
Parliamentary　Papers，1909，　Vol．L，　Accounts　and　Papers，　Financial　Statement，1909－10，　p．7（291）より作成。
紛糾させ、ひいては上院による法案否決へと帰結することとなるのである。
　最後に間接税であるが、ロイド・ジョージは茶と砂糖が庶民の生活必需品となっていることから、
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これらの物品への課税は社会的に不公平であると述べ、アルコールとタバコの関税・消費税・ライ
センス税に対する集中的増税をおこなっだ9）。ここで注意すべきことは、「人民予算」が応能原則に
のっとった直接税中心の租税体系の構築をめざしたにもかかわらず、急速な経費膨張に直面して、
間接税の大幅な増税さえもおこなわざるを得なかったことである。この二つの嗜好品に対する増税
は、増税が消費動向に影響を与えることが比較的少なく、対外的にも関税障壁による輸入抑制を指
摘されることが少ない点で、自由党政権が自由貿易をその基本線において維持しつつ、歳入を確保
するためには最適の方策であった。蔵相が提出した最終収支対照表は第14表のようになるが、相続
税・所得税・地価税の直接税三税からの増収見積りが合計685万ポンドであるのに対し、関税・消費
税の間接税二税からの増収見積りは、ほぼそれと同じ670万ポンドとなっている。直接税部分はその
後の増収が確実に見込まれるものではあるが、社会のあらゆる階級が寄与すべきであるというロイ
ド・ジョージの課税原則が貫かれているのである。
　以上が「イギリスの沿岸を侵略から防衛」し、「国内の社会不安を解決」するための「戦争予算」、
すなわち「貧困と不潔に対して、ゆるぎなき戦いを遂行するために資金を調達する予算」5°）の主内容
であった。
N　1909－10年度予算の成立とその歴史的意義
　ロイド・ジョージが1909－10年度予算の編成準備を始めたのは1908年10月頃で、12月初頭には増
税案の骨子を首相アスキスに報告し、その後内閣財務委員会や国税関係当局で税制改正の詳細が検
討されたのち、1909年3月4日に新税制の全容が決定されたのであった51）。内閣での予算案の審議は
3月15日に始まり、予算演説当日までに計14回の閣議が予算案の審議にあてられた52｝。しかし、ここ
で自由党政権がその成立の当初より抱えていた自由帝国主義派と急進派、大海軍派と小海軍派の対
立が表面化してくることとなるのである。対独緊張関係の高まりのなか、シティを先頭とし、統一
党の後押しまでも受けて海軍増強を要求する大海軍派・自由帝国主義派と、ドレッドノートの建造
よりも社会政策の拡充を訴える小海軍派・急進派の対立・妥協のなかから「人民予算」が生み出さ
れてきたのであり、その予算に含まれた要求は「大砲かパターか」ではなく、「大砲もバターも」で
あったのである。ロイド・ジョージの過大な直接税増税案に対し、ハーコート（L．Harcourt）を含
む何人かの閣僚が、歳出は過大評価され、歳入は過少評価されていると述べたように、閣僚のほと
んどは1909－10年度の財政見通しに楽観的であり、ロイド・ジョージの増税策を批判したのであっ
た53）。しかし、彼の予算案を閣内で最も強力に支持したのはアスキスであった。後年、この当時のこ
とを回想したロイド・ジョージの言葉を、彼の秘書で愛人でもあったスティヴンソン（F．Stevenson）
は次のように記している。「今日、デヴィトは1909年の予算と彼の革命的な諸税を内閣で通過させる
ことの難しさについて話をしました。彼は最も困難な局面に直面したのは内閣においてであって、
国内においてではなかったと述べました。ハーコートはいつも熱心な急進主義者として振る舞って
いましたが、彼の提案に対しては最も執念深い敵対者でした。クリュー（Crewe）は彼らとは結託し
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てはいませんでしたが、ほとんど話しませんでした。グレイはまったく喋りませんでした。しかし、
心の中では皆、彼に反対していました。……彼の提案が採決に移された際、アスキスだけが彼に好
意的でしたが、彼も決してその提案を積極的に支持していた訳ではなかったのです」54，と。自由帝国
主義者たるアスキスは、労働党との協調のなか、急進派が要求する社会政策に譲歩しつつも帝国維
持のための防衛費・海軍増強費を捻出する方法は、自由貿易を前提とする限りロイド・ジョージの
提案する直接税増税、しかもその負担の多くを自らの痛みの最も少ない地主貴族層へ転嫁する増税
案をおいて他にないと理解していたのであろう。シティ金融利害は社会主義への恐怖・地主貴族層
との緊密な血縁関係による融合の結果、最終的には「人民予算」に反対し、統一党支持を明確にす
るが、自らが果てしなく膨張する対外投資の窓口として機能していながら、直接税の過度な増税が
国内投資を阻害し、資本の海外流出に拍車をかけると危惧する見解はいささか混乱したものであり、
説得力に欠けるものである55｝。自由貿易と資本移動の自由を前提とし、パクス・ブリタニカのもと多
角的貿易決済機構の要としてのシティの繁栄を望むならば、アスキスの選択は苦痛を伴いつつも譲
歩せざるを得ない最善の方法であったであろう。「人民予算」発表当初、シティが直ちにその内容を
批判せずに静観し56）、それをもってロイド・ジョージがシティが予算案を受け入れたと理解した事
実57》、5月12日の銀行協会夕食会でのフェイバー卿（Lord　Faber）の発言（5月14日付シティ金融
利害からアスキスへの公開書簡と同内容）が、主として旧減債基金の取り扱いに対する批判であ
り58）、アスキスがそれを受け入れて旧減債基金の開発基金への繰り入れを撤回した事実を確認する
ならば59）、シティ全体が「人民予算」の持つ課税原理に真向うから反対したとは言えないであろう。
その後ロスチャイルドが展開した反予算案のキャンペーンは、彼自身が地主貴族層と深く結びつき、
イギリス国内におけるエスタブリッシュメントを得たいがための行動とも思われるのである。それ
はキャリングトン卿（Lord　Carrington）が皮肉を込めて述べるごとく「騒いでいるわりに、ドレッ
ドノートのために支払いをしたくない金持ちの集りだった」のである6°｝。
　さて、シティや投資階級をはじめ地主貴族層から最も激しい抵抗を受けたのは、地価税と相続税
に関する部分であったが、他方、所得税への累進制の導入に関してはさしたる問題も生じず、法案
審議の委員会段階を通過した。1894年のハーコートによる相続税改革、すなわち相続税への累進制
の導入以来、所得税への同様の原理の導入もすでに当然とする見解が議会内で次第に形成されつつ
あったが、問題は実際にそれが実行可能であるかどうかという点にあった。1906年の所得税調査特
別委員会報告書は、差別制と累進制の導入にあたっての行政的対応の問題を調査・報告したもので
あり、1907年の所得税改革における差別制の導入は、その答申にもとついた最初の現実的試みであ
った。導入初年度の状況、すなわち徴税作業の迅速化と減税措置下での税収増という状況を概観し
て、アスキスは1908－9年度の予算演説で、差別制は恒常的な財源としての所得税の公平さを損う
ものでも効率性を害するものでもないと述べ、将来の累進制の導入に対して大きな自信を抱いたの
であった61）。さらに脱税の摘発強化による公正な徴税実現への努力により、申告所得の捕捉が進展し
たことは、超過税による累進制導入にあたって、その申告・課税・徴収が公正におこなわれること
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を促し、所得税を基幹税とする租税体系構築へ向けての「国民的合意」の形成をより一層進展させ
ることとなった。いわば1909年の所得税への累進制導入問題は、1894年以来15年の検討を重ね、1907
年の段階ですでに解決済みだったとも言えるのである。
　ところで所得税に累進制を導入し、1907年の差別制の導入とあわせてその応能負担の原則をさら
に一歩進めた「人民予算」においても、自由党の産業的中産階級に対する税制上の優遇策は継続さ
れたのであった。ここに、労働党やシティを中心とする投資階級と妥協をはかりながらも、自由党
政権の真の支持階層とその性格が鮮明に浮き彫りにされるのである。前述したように年収2，000ポン
ド以下の稼働所得に対する税率が1ポンド当り9ペンスのままに据え置かれ、年収2，000～3，000ポ
ンドの稼働所得に対する税率も1ポンド当り1シリングの従来通りの税率に抑えられたということ
は、これらの所得層の人々は、相続税を負担する者を除き、アルコールやタバコの消費に対する増
税という彼らの所得水準から見ればわずかの負担増しか課せられなかったのである。キャリングト
ン卿は予算演説当日の日記に「主要な負担は5，00σ～50，000ポンドの収入を得ている人々の肩にかけ
られた。しかし、労働者階級は飲酒とタバコという贅沢品のみに課税された。それに対して2，000ポ
ンド以下の収入を得ている中産階級は何一つ攻撃されていない」62）と記した。あまりにも過大で急速
な財政支出の膨張と網羅的と言える増税策に彩られた「人民予算」のなかで、自由党の支持階層で
ある産業的中産階級、すなわちランカシャー綿業を中心とする北部産業利害の要求である自由貿易
体制の堅持は、前述したようにその基本線において維持され63）、しかも主要な税負担の増加は、アル
コールとタバコの消費者や地主貴族層へと転嫁されたのであった。
　予算案の審議は委貝会段階にはいって統一党の激しい抵抗にあい、7月30日のロイド・ジョージ
による著名な地主貴族層批判であるライムハウス（Limehouse）演説「土地と人民」64｝でクライマッ
クスを迎えたのち、10月6日に委貝会段階を通過した。もとの法案74項目は250点にもおよぷ修正の
末97項目へと拡大され、11月2日に下院第3読会にかけられたのち、11月4Bに賛成379、反対149
をもって下院を通過し、11月8日に上院へと上程されたのであった65｝。その後法案は上院第2読会に
進んだが、統一党の上層部ではすでに8月頃より法案の否決を決定しており、いくつもの歳入に関
係のない法案を一つの歳入法案にまとめてしまうのは上院の権限をおかすものであるとの理由か
ら、11月30日、賛成75、反対350で法案は否決され、ここに金銭法案に関しては国民によって選出さ
れた下院の決定を尊重し、上院はその修正・否決権を持たないとするイギリス憲政史上の不文律が
破られたのであった66）。
　1909年12月の下院解散を受けておこなわれた翌1910年1月の総選挙において、この「人民予算」
をめぐって激しい論戦がかわされた。自由党は「人民予算」に示された課税原理が妥当で論争の余
地のないものとみなし、上院によるその否決という暴挙を批判したうえで、社会の発展によって形
成された不労増加価値の地主による独占を弾劾したのに対し、統一党は「人民予算」の革命的・社
会主義的性格を批判し、深刻化する失業問題を解消するには、関税改革をおいて他に道はないこと
を主張した67）。選挙結果は自由党275議席、統一党273議席、労働党40議席、アイルランド国民党82議
一222一
席で自由党の辛勝となった68）。自由党は北部産業利害と労働者の支持はつなぎとめたものの、シテ4
金融利害とつながりの深い南東部の中産階級の支持を失い、統一党も労働者の支持を得ることはで
きなかった69，。このため下院での絶対多数という優位を失った自由党は、酒類販売ライセンス税の塔
税に反対するアイルランド国民党に対し、アイルランド自治実現へ向けての上院改革を保証するこ
とにより「人民予算」への支持をとりつけ、予算案成立へ向けての準備を整えた70｝。その結果、予算
案は1910年4月27日、アイルランド国民党の賛成票を得て下院を通過し、上院が再度歳入法案を否
決したならば上院通過に必要な数の自由党系新貴族の叙爵を国王に進言するというアスキスの牽制
のなか、4月28日、上院でのすべての過程を一日で通過し、翌29日、一年と一日という長期の審議
の末、法案は国王の裁可を受けて1909－10年度歳入法として成立したのであった71》。
　「人民予算」の政治的成果は、1910年12月の二度目の総選挙（自由党272議席、統一党272議席、
労働党42議席、アイルランド国民党84議席）72）を経て、翌1911年国会法の成立による上院の絶対的拒
否権制限へと帰結するが73，、その財政的成果はどのようなものだったであろうか。新税制のもとでの
税収の増大は前掲第2表に示されたように顕著なものであり、以後第1表に示されたような歳出の
増加にもかかわらず、1914年まで増税なしに毎年財政余剰を実現していったのであった。所得税は
1911－2年度、1912－3年度にはともに約4，480万ポンド、1913－4年度には約4，725万ポンドの税
収をもたらして最大の基幹税としての地位を獲得し、租税収入の直間比率は1906－7年度の直接税
47％、間接税53％から、1913－4年度には直接税54％、間接税46％へと逆転した。また毎年の財政
余剰の結果、公債残高は1914年3月31日には20世紀の最低点となる651，270，091ポンドへと減少した
のであった74｝。このような財政的成果は、自由貿易体制のもとで所得税を基幹税とする直接税中心の
第15表　H，サミュエルによる各所得層の租税負担率
所得に占める租税の割合（％）
所　得
@£ 1903－4年度 1913－4年度
稼働所得 不労所得 稼働所得 不労所得
50 9．1 9．1 8．7 8．7
100 6．2 6．2 6．0 6．0
150 5．0 5．0 4．9 4．9
200 5．6 7．8 4．8 7．0
500 6．6 8．8 5．8 9．9
1，000 7．4 10．3 6．6 12．2
2，000 6．6 9．8 5．8 12．0
5，000 5．6 9．6 6．8 12．4
10，000 5．1 9．5 8．1 15．1
20，000 4．9 10．0 8．3 16．0
50，000 4．8 10．2 8．4 18．1
B．K．Murray，　The　PθoρZ爵Budget　1909／10’Lloyd　George　and　Liberal　Po　litics，1980，　p．294より作成。
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租税体系が、いかに増大する経費に対応する能力を持つかを示すものであり、関税改革に対すると
どめの一撃だったと言えるであろう。ロイド・ジョージ自身、1912年4月2日の予算演説において、
1909－10年度以降の税収増が政府の期待以上のものであったことを認め、「人民予算」の財政的成果
に満足の意を表したのであった75｝。
　しかしその財政的成果に対し、「人民予算」がどの程度階級間の租税負担の公平化を実現したかど
うかは別の問題であった。1919年、王位統計協会（Royal　Statistical　Society）で講演をおこなった
サミュエル（H．Samuel）は様々な税の帰着を考慮したうえで第15表のように1903－4年度と1913－
4年度の各所得層の租税負担率の変化を示し、自由党の税制はいまだに所得に応じた諸階級間の租
税負担の公平化に完全には成功していないことを明らかにしたのであった76｝。自由党政権成立後、茶
と砂糖を中心とした関税の軽減が実施さたにもかかわらず、「人民予算」におけるアルコールとタバ
コに対する集中的間接税増税は、税負担の逆進性の是正を遅らせたのであった。すなわち、前述し
たようにあまりにも過大で急速な経費膨張は、それに相応する歳入確保のため、間接税のより一層
の軽減を不可能ならしめ、むしろ特定分野での間接税増徴へと帰結ぜざるを得なかったのである77）。
表より年間50　・一　100ポンドの収入を得ている階層は、1913年には10年前と比較して若干租税負担率が
下がっているものの、なお年間150～2，000ポンドの稼働所得を得ている階層よりも租税負担率が高
いことがわかる。サミュエルが提示した数字から明らかなことは、自由党の租税政策において社会
のある階級が税制面での優遇措置を受けたとするなら、それは労働者階級ではなく、年収2，000ポン
ド以下の中産階級、それも自らの労働と努力で所得を得ている産業的中産階級であったということ
である78）。労働党との政策協調のなか成立し、地主貴族層との対決姿勢を鮮明に打ち出した最後の自
由党政権による急進主義の意義と限界が、ここに見え隠れするのである。その後自由党は第一次大
戦期の連立内閣を除き、その直接的支持階層である北部産業利害、すなわちランカシャー綿業の没
落と歩調をあわせるように政権から離脱し、二度と政権を握ることはなかった。ランチエ化した中
産階級は保守党支持へ急旋回し、他方労働党は早くも1924年に単独で政権の座につくこととなった
のである。しかし、サミュエルが指摘した租税負担の応能化が、第一次世界大戦の混乱期を経て実
現されることとなったにせよ、応能負担の原則にもとつく課税原理そのものが「人民予算」におい
てすでに示されていたことは、銘記すべき事実である。かくして膨張する経費を積極的に容認し、
その歳出増を累進強化した直接税を中心とする租税体系による歳入増で賄おうとした「人民予算」
は、その歳出増の膨大さと、自由党政権に内在する自由帝国主義派と急進派の対立故に、逆進性の
強い間接税の増徴を余儀なくされ、租税負担の応能化の実現を後年に託さなければならなかったが、
そこに示された課税原理は、以後半世紀以上にわたってイギリス租税体系の根幹を規定することと
なったのであった79）。さらに最後に付け加えるならば、「人民予算」は「貧困と不潔に対してゆるぎ
なき戦いを遂行するため」の戦争予算であると同時に、ドイツとの帝国主義戦争を準備する予算、
すなわち二重の意味での戦争予算であったことを看過してはならないであろう。
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